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局

平成２８年度の所管課

346 (２８)  

　子どもが安心して
気軽に相談できるよ
う、相談カードの配
布や子ども教室の実
施等を行います。

３５条 269
人権オンブズパーソン広
報・啓発 事業

　人権オンブズパーソン子ども相談カー
ドやポスター、パンフレットの配布や動
画の放映等を行い、制度の周知と利用の
促進を図る。

　市内の学校を通して全児童生徒に相談カード
を配布した。また、中学校１年生以下の子ども
を持つ全保護者に、学校及び保育園、幼稚園を
通してチラシを配布した。ポスターは各学校、
子ども関係施設、公共施設、市掲示板に掲出し
た。また、１５秒PR動画を各区役所、アゼリア
ビジョン等で放映し、さらに、啓発パネルを区
役所（２か所）・第３庁舎で展示した。
　当年度は、新たに中学生向けPR動画を作製す
るとともに、パーソン通信を発行した。

3

　市内の学校を通して全児童生徒に相談カード
を配布した。また、中学校１年生以下の子ども
を持つ全保護者に、学校及び保育園、幼稚園を
通してチラシを配布した。ポスターは各学校、
子ども関係施設、公共施設、市掲示板に掲出し
たほか、歯科医師会を通して歯科医院に掲出を
依頼した。また、１５秒PR動画を各区役所、ア
ゼリアビジョン等で放映し、さらに、啓発パネ
ルを区役所等（３か所）・第３庁舎で展示し
た。昨年度に試行実施した人権オンブズパーソ
ン通信を２回発行し、市立中学校の全生徒に配
布したほか、当年度は、新たにＰＲ用のクリア
フォルダを作製し、市立中学校１年生全員に配
布した。なお、子どもの相談受付件数は１７１
件、子どもの救済受付件数は３件、発意調査は
１件であった。

3

　市内の学校を通して全児童生徒に相談カードを配布し
た。また、中学校１年生以下の子どもを持つ全保護者
に、学校及び保育園、幼稚園を通してチラシを配布し
た。ポスターは各学校、子ども関係施設、公共施設、市
広報掲示板に掲出した。また、１５秒PR動画を各区役
所、アゼリアビジョン等で放映し、さらに、啓発パネル
を区役所等（３か所）で展示した。また、人権オンブズ
パーソン通信を２回発行し、市立小学校（４年生から６
年生まで）及び中学校の全生徒に配布した。なお、子ど
もの相談受付件数は118件、子どもの救済受付件数は６
件、発意調査は２件であった。

3

■成果：26年度から、相談カードを定規型（じょうぎがた）に
変更し、子どもが持ちやすい形とし、市内小中高等学校に配布し
たほか、中学生向けPR動画を作成し、子ども教室で活用した。
また、何回も書き込めるクリアフォルダを作成した。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して子どもの権利
の侵害について、相談できるよう制度の周知を図った。

■課題：引き続き、人権オンブズパーソン制度を周知するため、
様々な手法を活用した広報・啓発を行う必要がある。

C 市民オンブズマン事
務局

人権オンブズパーソン担当

347 270
人権オンブズパーソン子ど
も教室推進事業

   人権オンブズパーソンや専門調査員が
学校等を訪問し、制度や相談事例の紹
介、いじめや人権に関する話をすること
により、人権オンブズパーソンをより身
近に相談できる機関として周知し、利用
の促進を図る。

　中学校４校、小学校８校で人権オンブズパー
ソン子ども教室を実施した。「気軽に何でも相
談できる、安心して相談できる、何かあったら
相談したい。」という感想が、小学校・中学校
合わせて約56％であった。

3

　中学校４校、小学校８校で、平成２４年度に
作製した広報啓発ＤＶＤや昨年度に作製した中
学生向けPR動画を活用して、人権オンブズパー
ソン子ども教室を実施した。うち中学校１校に
ついては、市民文化大使の大谷康子氏をお招き
して実施した。

3

中学校４校、小学校８校で、広報啓発用ＤＶＤや平成２
６年度に作製した中学生向けPR動画などを活用して、人
権オンブズパーソン子ども教室を実施した。うち中学校
１校については、市民文化大使の大谷康子氏をお招きし
て実施した。また、児童養護施設２箇所での人権オンブ
ズパーソン子ども教室では、「子どもの権利ノート」な
どを活用したロールプレイングなどを用いて実施した。

3

■成果：平成２８年度の小中学校のアンケート結果では、子ども
教室は分かりやすかったとまあまあ分かったが９０％を超えてい
る。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して子どもの権利
の侵害について相談できるよう、人権オンブズパーソン子ども教
室を実施した。

■課題：引き続き、わかりやすい方法で、子ども教室を実施して
いく必要がある。

C 市民オンブズマン事
務局

人権オンブズパーソン担当

348 (２９)  

　相談・救済機関に
ついて、ホームペー
ジ等により子どもが
安心して気軽に相談
できるよう広報を行
うとともに、関係機
関及び団体と連携
し、子どもの権利侵
害の特性に配慮した
相談及び救済を行い
ます。

320 かわさきしこどもページ

　子どもにわかりやすい表現で、条例に
ついてやイベント、相談窓口の情報など
を川崎市ホームページ上で発信すること
で、子どもがより豊かに生活し、社会に
参加するきっかけづくりができるよう支
援する。

　ページ内の全ての漢字・カタカナにルビをふ
るなど子どもにわかりやすい表現で相談先の情
報を掲載した。また子ども向けの様々なイベン
トをカレンダー形式で掲載した。夏休みや冬休
み等、子どもの長期休暇に合わせて開催される
イベントの情報提供を全庁に依頼し、最新の情
報を掲載することで子どもの社会参加の機会を
促した。

3

　引き続きページ内の全ての漢字・カタカナに
ルビをふるなど子どもにわかりやすい表現で子
ども向けイベントなどを掲載した。また相談機
関ページについて、より見やすく分かりやすく
なるよう、ページ内容を改善した。
　その他、ページ内で紹介している各施設やそ
の他情報について、リンクの追加修正を随時行
い、一部ページ内の構成を見直すなど、適正な
ホームページの管理・運営を行った。

3

　ページ内の全ての漢字・カタカナにルビをふるなど子
どもにわかりやすい表現で子ども向けイベントなどを掲
載した。夏休みや冬休み等、子どもの長期休暇に合わせ
て開催されるイベントの情報提供を全庁に依頼し、最新
の情報を掲載して子どもの社会参加の機会を促した。ま
た広報資料の紹介ページをより見やすく分かりやすくな
るよう整理し、新たに子どもの権利条例絵本について掲
載した。
　その他、ページ内で紹介している各施設やその他情報
について、リンクの追加修正を随時行い、適正なホーム
ページの管理・運営を行った。

3

■成果：子ども向けイベント情報の掲載や相談ページ、広報資料
ページの整理を通して、子どもが自分で情報を探せる見やすい
ページを提供できた。

■「子どもの権利」に関連して：全ての漢字・カタカナにルビを
ふり、子どもが見やすいようにした。

■課題：ホームページの閲覧数が伸びていないため、庁内のイベ
ント情報の随時更新による情報の最適化や市トップページへの掲
出の他、子どもが楽しめるような新たなコンテンツの創出など、
「こどもページ」そのものの広報及び、魅力的な見せ方の検討が
必要である。

C こども未来局 青少年支援室

349 119
215 要保護児童施設の整備

　複雑な状況にも対応できる高度専門的
な相談・支援体制を整え、要保護児童が
施設等で健全な成長ができるよう、処遇
の向上及び処遇の場の拡充を図る。

　専門的ケアを行う施設整備を進めるととも
に、既存児童養護施設の改築にあたっては仮設
の段階から生活単位の小規模化を図り、家庭的
な養育環境づくりを推進し、処遇の向上等を
図った。

3

　専門的心理ケアを行う情緒障害時短期治療施
設「川崎こども心理ケアセンターかなで」の開
所により専門相談支援体制を拡充するととも
に、既存児童養護施設の改築の推進や施設機能
の充実、入所児童の処遇の向上に努めた。

3

　施設内学級が本年４月に開校し、教育委員会や施設等
と連携を図りながら、教育・医療・心理等が連携しなが
ら専門的支援が行われる体制を確保した。
　児童養護施設の改築の完了により小規模ユニット良好
な家庭的環境で養育を受けることができる環境を整備し
た。

3

■成果：専門的心理ケアを行う情緒障害児短期治療施設を平成
27年10月に中原区に開所し、専門相談支援体制を拡充するとと
もに、既存児童養護施設についても改築整備を行い、小規模グ
ループケアの導入など入所児童の処遇の向上に努めた。

■「子どもの権利」に関連して：児童福祉法の改正により、家庭
での養育が適当でない児童について、家庭と同様の環境での養育
や良好な家庭的環境で養育を推進すること等が定められており、
本市においても小規模グループケアを導入した施設における養育
の一層の推進を図る必要がある。

■課題：施設においては小規模グループケアの導入が進み、段階
的に職員体制の充実が図られているところであるが、経験年数の
浅い職員が多くなっていることや、大舎制と比較してユニットの
様子が他のユニットや管理職から見えづらくなるなど新たな課題
が生じる可能性があるため、引き続き権利擁護に向けた取組を推
進する必要がある。

C こども未来局 こども保健福祉課

350
65
120 思春期保健相談

　各区保健福祉センター及びこども家庭
センターにおいて、思春期の男女及びそ
の保護者を対象に思春期特有の心やから
だ、性に関することや性感染症等に対し
個別相談を行う。また、集団指導により
正しい知識の普及・啓発を図る。

　保健福祉センターにおいて学校保健と連携し
ながら、性を含めた心や身体の健康について集
団指導による健康教育を実施し、面接や電話に
よる個別相談を随時実施した。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の
中高生）にて、講師を招き健全なパートナー
シップの構築と性感染症の予防について講演会
を実施した。

3

　保健福祉センターにおいて学校保健と連携し
ながら、性を含めた心や身体の健康について集
団指導による健康教育を実施し、面接や電話に
よる個別相談を随時実施した。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の
中高生）にて、講師を招き健全なパートナー
シップの構築と性感染症の予防について講演会
を実施した。

3

　保健福祉センターにおいて学校保健と連携しながら、
性を含めた心や身体の健康について集団指導による健康
教育を実施し、面接や電話による個別相談を随時実施し
た。
　また高校、中学校、児童福祉施設（入所中の中高生）
にて、講師を招き健全なパートナーシップの構築と性感
染症の予防について講演会を実施した。

3

■成果：各区保健福祉センターにおいて、思春期の男女及びその
保護者を対象に思春期特有の心やからだ、性に関することや性感
染症等に対し個別相談を実施した。
また、学校保健と連携しながら集団指導により正しい知識の普
及・啓発を実施した。

■「子どもの権利」に関連して：正しい知識の普及・啓発の実施
及び個別相談の実施により、自分を守り守られる権利保障が推進
された。

■課題：今後も各区における電話・面接での相談の周知を図ると
ともに、集団健康教育を効果的に実施していくことで、保健福祉
センターが思春期の心や体、性に関して相談できる場だというこ
とを生徒に向けて周知し、性に関する正しい知識の普及を図る必
要がある。
　また、集団指導においては引き続き実施する対象に合わせ、効
果的な集団指導となるよう、学校・施設や講師との調整を綿密に
行い実施する必要がある。

C こども未来局
区役所

こども保健福祉課
地域みまもり支援センター
地域支援担当

351
73
199
214
217

児童家庭相談事業

　子どもに関する様々な問題につき、家
庭その他からの相談に応じ、子どもが有
する問題又は子どもの真のニーズ、子ど
もの置かれた環境の状況等を的確に捉
え、個々の子どもや家庭に最も効果的な
援助を行い、もって子どもの福祉を図る
とともに、その権利を擁護する。

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その
他からの相談に応じ、区役所内他部署及び児童
相談所等関係機関との連携のもと的確な支援を
実施した（平成２６年度相談受付件数1,870
件）。

3

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その
他からの相談に応じ、区役所及び児童相談所等
関係機関との連携のもと的確な支援を実施し
た。（平成２７年度相談受付件数2,773件）

3

子どもに関する様々な課題につき、家庭その他からの相
談に応じ、区役所及び児童相談所等関係機関との連携の
もと的確な支援を実施した。（平成２8年度相談受付件数
4,688件）

3

■成果：区役所及び児童相談所の連携による支援に関して、子ど
もの権利が守られるよう対応を行っている。

■「子どもの権利」に関連して：子どもやその家庭からの相談が
あった場合には、適切な相談支援を実施し、子どもの権利を守っ
ている。

■課題：増加する相談に対応するため、引き続き区役所と児童相
談所の適切な連携により的確な支援を実施する必要がある。

C こども未来局
区役所

児童家庭支援・虐待対策室
地域みまもり支援センター地域支
援担当

352 218 児童相談所相談事業

　相談ニーズの適切な把握と児童の意思
や気持ちを尊重し、児童が解決の主体と
なれるプロセスを尊重した適切な相談援
助を実施する。

　複雑・多様化する児童相談に適切に対応する
ため、職員一人ひとりの専門性向上に取り組
み、児童に関する専門相談機関として、児童の
意思や気持ちを尊重した相談援助に努めた。

3

　複雑・多様化する児童相談に適切に対応する
ため、職員一人ひとりの専門性向上に取り組
み、児童に関する専門相談機関として、児童の
意思や気持ちを尊重した相談支援に努めた。

3

複雑・多様化する児童相談に適切に対応するため、職
員一人ひとりの専門性向上に取り組み、児童に関する
専門相談機関として、児童の意思や気持ちを尊重した
相談支援に努めた。

3

■成果：複雑・困難な児童家庭相談が増加する中、児童相談所職
員の専門性向上に取り組み、児童やその家庭に関する専門相談機
関として、相談支援の充実を図った。

■「子どもの権利」に関連して：児童相談所が関わる子どもへの
相談に対し、子どもの権利を守るという視点から、適切な相談支
援を実施した。

■課題：職員の専門性向上を継続し、児童に関する専門相談機関
として、児童の意思や気持ちを尊重した相談援助を実施していく
必要がある。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

353 ＳＯＳカｰドの作成・配布

　増加し続ける児童虐待の早期発見・予
防のため、子ども自身が相談の電話をか
けられるよう、児童虐待防止センター等
の電話番号を明示した名刺サイズのカー
ドを配布する。

　子ども自身が相談の電話をかけられるよう、
児童虐待防止センター等の電話番号を明示した
カードを市内の全小・中・高校へ配布し、周知
を図った。

3

　子ども自身が相談の電話をかけられるよう、
児童虐待防止センター等の電話番号を明示した
カードを市内の全小・中・高校へ配布し、周知
を図った。

3
子ども自身が相談の電話をかけられるよう、児童虐待防
止センター等の電話番号を明示したカードを市内の全
小・中・高校へ配布し、周知を図った。

3

■成果：児童虐待防止センターなど相談機関の電話番号を明示し
た「ＳＯＳ」カードを市内の全小・中学校、高校に配布し周知を
図った。

■「子どもの権利」に関連して：子ども自身が電話するため、第
三者に知られることがないよう、携帯できるカードとして配布し
た。

■課題：引き続き、カードを配布することで、児童への周知を図
る。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅴ　相談及び救済（第５章）

具体的な取組

施策の方向Ⅴ　346～370

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止124 125
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〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅴ　相談及び救済（第５章）

具体的な取組

施策の方向Ⅴ　346～370

354 (２９)  ３５条 児童相談所の広報

　児童相談所の広報資料等に子ども自身
からの相談も可能なことを記載する等、
子どもが安心して気軽に相談できるよう
広報する。

　子どもが安心して気軽に相談できるよう、各
種連絡会議や研修等を活用し、児童相談所の広
報を図った。

3
　子どもが安心して気軽に相談できるよう、各
種連絡会議や研修等を活用し、児童相談所の広
報を図った。

3 子どもが安心して気軽に相談できるよう、各種連絡会議
や研修等を活用し、児童相談所の広報を図った。 3

■成果：子どもが安心して気軽に相談できるよう、各種連絡会議
や研修等を活用し、児童相談所の広報を行った。

■「子どもの権利」に関連して：児童相談所は児童に関する相談
の専門機関であり、子どもの権利を守るという視点から支援を
行っていることの理解を図った。

■課題：引き続き、連絡会、研修等を活用し、児童相談所の広
報・周知を図る。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

355
児童相談所及び児童虐待防
止センターのホームページ
による周知・広報

　児童自身が相談しやすい環境を整える
ため、児童相談所ホームページにおいて
児童本人から相談できるよう広報する。

　必要に応じて、ホームページの掲載内容をよ
り、わかりやすく更新し、周知・広報に努め
た。

3
　必要に応じて、ホームページの掲載内容をよ
り、わかりやすく更新し、周知・広報に努め
た。

3 必要に応じて、ホームページの掲載内容をより、わかり
やすく更新し、周知・広報に努めた。 3

■成果：必要に応じて、ホームページの掲載内容をより、わかり
やすく更新し、周知・広報に努めた。

■「子どもの権利」に関連して：児童相談所は様々な相談に応じ
る機関であることをホームページに掲載している。

■課題：様々な機会において、児童相談所等の周知・広報を実施
する。

C こども未来局 児童家庭支援・虐待対策室

356
かわさき区子ども子育て
ページ

　相談事業、イベントなど区内の子育
て・子育ちに関する身近な情報を発信す
る。

　ホームページのあそび、イベント情報等を随
時更新して、身近な子育て・子育ち情報を提供
した。

3 ホームページを更新し、タイムリーな情報提供
に努めた。 3 ホームページやかわさき子育てアプリ等を更新し、タイ

ムリーな情報提供を行うことができた。 3

■成果：ホームページ、かわさき子育てアプリ等多様な媒体を活
用し効果的な子育て支援情報を発信することができた。

■「子どもの権利」に関連して：相談機関や子育て支援機関の情
報をホームページ等で発信し、子どもの権利に配慮した情報発信
を行うことができた。

■課題：引き続きホームページ等を活用し、タイムリーかつ分か
りやすい情報提供を行う。

C 川崎区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

357 こども情報ネットさいわい

　こども支援室で発行している「こども
情報ネットさいわい」（おもに小学生、
中学生に配布）等において、こども相談
窓口等の広報する。

　子どもの関係機関で構成する幸区こども総合
支援ネットワーク会議の部会「情報ネットさい
わい」において、企画編集を行い、７月、１２
月、２月の3回発行し、区内関係機関に配布し
た。特に小学生には世帯ごと(14校6,173世
帯）・中学生には一人ひとり（5校2,644人）
に配布した。

3

　子どもの関係機関で構成する幸区こども総合
支援ネットワーク会議の部会「情報ネットさい
わい」において、企画編集を行い、７月、１２
月、２月の3回発行し、区内関係機関に配布し
た。特に小学生には世帯ごと(14校6,287世
帯）・中学生には一人ひとり（5校2,721人）
に配布した。

3

　子どもの関係機関で構成する幸区こども総合支援ネッ
トワーク会議の部会「情報ネットさいわい」において、
企画編集を行い、７月、１０月、１２月の3回発行し、区
内関係機関に配布した。特に小学生（中原区下河原小学
校を含む）には世帯ごと(14校6,408世帯）・中学生
（中原区平間中学校を含む）には一人ひとり（6校3,228
人）に配布した。

3

■成果：子どもや保護者が地域とのかかわりを持てる場や機会の
提供など、子どもに関する幅広い情報をひとつにまとめて発行し
た。

■「子どもの権利」に関連して：子どもの目線に立った言葉やふ
りがな等を使用して紙面を作成することで、情報について自ら考
えたり、選択でき、自分で決める権利につながった。

■課題：子どもにニーズのある情報の集約方法について検討が必
要である。

C 幸区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

358 なかはらっこ広場

　子ども自身が相談機関を検索できるよ
うに中原区ホームページ内の「中原区
【子育て】情報ガイドこのゆびと～ま
れ！」の中に、「なかはらっこ広場」を
開設し、広報する。

　前年度に引続き、中原区ホームページ内の
「中原区【子育て】情報ガイドこのゆびと～ま
れ！」の中の小学～高校向けページ「なかは
らっこ広場」から、区内の子ども支援団体の活
動等について情報発信を行った。

3

　前年度に引き続き、中原区ホームページ内の
「中原区【子育て】情報ガイドこのゆびと～ま
れ！」の中の小学～高校向けページ「なかは
らっこ広場」から、区内の子ども支援団体の活
動等について情報発信を行った。

3

   前年度に引き続き、中原区ホームページ内の「中原区
【子育て】情報ガイドこのゆびと～まれ！」の中の小学
～高校向けページ「なかはらっこ広場」から、区内の子
ども支援団体の活動等について情報発信を行った。

3

■成果：中原区の事業として、「こども支援ネットワーク」を
「総合こどもネットワーク」に統合し、その部会で実施した「こ
ども文化センターモデル事業」と「夏休み親子ものづくり体験」
の実施状況を写真付きで公開できた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが参加できる権利を生か
した体験型事業を実施でき、好評で、定着してきた。

■課題：子育て団体の情報は、ベースは基本的に変わらないので
なかなか更新が難しいこと。

C 中原区役所
地域みまもり支援センター
学校・地域連携担当

359 322 たかつくこどもページ

　子どもが自ら情報収集できるよう、区
のホームページの児童向けページ（こど
もページ）に区の概要等を優しい文章で
ふりがなを付けて紹介する。

　月１回程度、掲載内容の再確認・修正等のメ
ンテナンスを行った。 3

　月１回程度、掲載内容の再確認・修正等のメ
ンテナンスを行った。 3

掲載内容の確認・修正等のメンテナンスを行ったほか、
国史跡に登録された橘樹官衙遺跡群のページを作成し
た。

3

■成果：高津区の見どころや歴史などをホームページを通じて案
内することができた。

■「子どもの権利」に関連して：区内の情報を提供することで子
どもの「自分で決める権利」に寄与することができた。

■課題：子どもが欲しい情報を把握する必要がある。

C 高津区役所 企画課

360 165
子育て情報発信事業（宮前
区）

　子育て中の当事者が当事者の目線で作
成した子育て情報誌「宮前子育てガイド
とことこ」を作成し、より身近で実用的
な子育て情報の提供を実施する。併せて
ホームページでも情報の発信を実施す
る。

　みやまえ子育てガイド「とことこ」及び「と
ことこおでかけマップ」を各1万部作成し、健
診時や母子健康手帳交付及び子育て中の保護者
の区内転入手続きの際などに配布した。また、
地域ポータルサイト内に子育て情報専用のホー
ムページを開設するとともにフェイスブック及
びツイッターページを開設し、7区初のソー
シャルメディアを活用したこども子育て情報の
発信を開始した。さらにユーチューブを活用し
て動画で子育て支援事業の広報を行った。

2

　みやまえ子育てガイド「とことこ」及び「と
ことこおでかけマップ」改訂版を各7千部作成
し、健診時や母子健康手帳交付及び子育て中の
保護者の区内転入手続きの際などに配布した。
官民協働地域ポータルサイト「宮前ぽーたろ
う」内に開設したＷＥＢ版みやまえ子育てガイ
ド「とことこ」について、子育て支援イベント
等を通じて認知度の向上と活用の促進を図り、
継続的かつ効率的に子ども・子育て情報を発信
するとともに、利便性・魅力度のさらなる向上
に向けたカスタマイズを実施した。また、
SNS(Facebook及びTwitter)を活用したこど
も子育て情報の発信を行った。

3

　みやまえ子育てガイド「とことこ」改訂にあたり、外
国人住民及び障害者等へ配慮してふりがなを追加して改
訂の上、新たに7000部を作成、配布した。官民協働地
域ポータルサイト「宮前ぽーたろう」内に開設したＷＥ
Ｂ版みやまえ子育てガイド「とことこ」について、子育
て支援イベント等を通じて認知度の向上と活用の促進を
図り、継続的かつ効率的に子ども・子育て情報を発信し
た。また、SNS(Facebook及びTwitter)及び子育てアプ
リ並びに地域包括ケアポータルサイトを活用したこども
子育て情報の発信を行った。

3

■成果：冊子、WEB、アプリそれぞれの特徴を生かした子育て
情報の発信により、より広い範囲で情報提供し、イベント参加等
につなげることができた。

■「子どもの権利」に関連して：
みやまえ子育てガイド「とことこ」へふりがなを追加したことに
より、こども自身にとっても情報取得が容易になり、自分で決め
る権利に資することが出来た。

■課題：WEBに多くの情報があふれる中、より効果的な広報の
実現に向けて発信する内容、タイミングの精査が必要である。

C 宮前区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

361 子育てＷＥＢ（多摩区）
　子ども向けに各種相談先について、
ホームページにより案内し、子どもの相
談・救済を促進する。

　「多摩区子育てＷＥＢ」において、子ども向
けの各種相談窓口について、表記の仕方や文言
について配慮しながら案内し、子どもの相談・
救済を促進した。

3

　「多摩区子育てＷＥＢ」において、子ども向
けの各種相談窓口について、表記の仕方や文言
について配慮しながら案内し、子どもの相談・
救済を促進した。

3
　「多摩区子育てＷＥＢ」において、子ども向けの各種
相談窓口について、標記の仕方や文言について配慮しな
がら案内し、子どもの相談・救済を促進した。

3

■成果：定期的な情報収集と掲載情報の更新によって、地域の状
況やニーズに合った情報提供をすることができた。

■「子どもの権利」に関連して：多様な子ども向けの相談窓口等
を掲載し、必要に応じた支援を受ける権利保障が推進された。

■課題：情報内容や標記方法等を工夫しながら提供を行う必要が
ある。

C 多摩区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

362 324 あさおくきっずページ

　子ども自身が必要な情報を得られるよ
う区役所の仕事や麻生区に関する情報、
相談機関等についての情報を、ホーム
ページ（あさおくきっずページ）で提供
する。

　「あさおくきっずページ」で区役所の仕事や
麻生区に関する情報、各種相談機関等の情報を
子どもにわかりやすく提供した。また、小中学
生向けのイベント情報「小中学生イベントカレ
ンダー」を毎月更新し提供した。

3

　「あさおくきっずページ」で区役所の仕事や
麻生区に関する情報、各種相談機関等の情報を
子どもにわかりやすく提供した。また、小中学
生向けのイベント情報「小中学生イベントカレ
ンダー」を毎月更新し提供した。

3

　組織改編に伴い「あさおくきっずページ」を修正し、
区役所の仕事や麻生区に関する情報、各種相談機関等の
情報を子どもにわかりやすく提供した。また、小中学生
向けのイベント情報「小中学生イベントカレンダー」を
毎月更新し提供した。

3

■成果：組織情報の更新やイベントカレンダーを通して、子ども
の必要とする相談機関やイベントの情報を提供をすることができ
た。

■「子どもの権利」に関連して：相談先の情報や、地域で参加で
きるイベントの紹介を通して、子どもの健全な育成を推進した。

■課題：子どもにわかりやすく情報提供できるよう、内容を検討
していく。

C 麻生区役所
地域みまもり支援センター
地域ケア推進担当

363
251
261

相談カード「ひとりで悩ま
ないで」の作成、配布

　児童・生徒、教職員に対して様々な相
談機関を記載したカードを配布し、個別
の悩みに対して救済する支援を行う。

　子どもたちがさまざまな相談をできるように
多様な相談機関や窓口を掲載したカードを配布
した。配布対象は、市立小・中・高等学校、特
別支援学校の児童・生徒・教職員全員とした。
また、市民館・図書館・区役所等にも配架して
活用を図った。

3

　子どもたちがさまざまな相談をできるように
多様な相談機関や窓口を掲載したカードを配布
した。配布対象は、市立小・中・高等学校、特
別支援学校の児童・生徒・教職員全員とした。
また、市民館・図書館・区役所等にも配架して
活用を図った。今年度は川崎区役所衛生局を通
して飲食店、美容院へ市の広報物として相談
カードを提供した。

3

  子どもたちがさまざまな相談をできるように多様な相談
機関や窓口を掲載したカードを配布した。配布対象は、
市立小・中・高等学校、特別支援学校の児童・生徒・教
職員全員とした。また、市民館・図書館・区役所等にも
配架して活用を図った。今年度は高津区地域ケア推進担
当を通して。高津区内の総合型地域スポーツクラブに、
市の広報物として相談カードを提供した。

3

■成果：多様な相談機関や窓口を掲載した相談カードを子どもた
ちに配付したことにより、子どもたちがさまざまな相談をできる
ような環境づくりを図ることができた。

■「子どもの権利」に関連して：相談カードの配付を通して、７
つの子どもの権利が守られるよう、周知等を図るようにした。

■課題：担任から子どもたちにカードの使い方を説明するなど、
子どもたちが必要なときに相談機関に相談できるような配慮が必
要である。

C 教育委員会事務局 人権・共生教育担当

　相談・救済機関に
ついて、ホームペー
ジ等により子どもが
安心して気軽に相談
できるよう広報を行
うとともに、関係機
関及び団体と連携
し、子どもの権利侵
害の特性に配慮した
相談及び救済を行い
ます。

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止126 127
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〔第４次川崎市子どもの権利に関する行動計画〕

平成２８年度実施状況　及び　３年間の自己評価

施策の方向Ⅴ　相談及び救済（第５章）

具体的な取組

施策の方向Ⅴ　346～370

364 (２９)  

　相談・救済機関に
ついて、ホームペー
ジ等により子どもが
安心して気軽に相談
できるよう広報を行
うとともに、関係機
関及び団体と連携
し、子どもの権利侵
害の特性に配慮した
相談及び救済を行い
ます。

３５条 221
川崎市立学校インターネッ
ト問題相談窓口

　ネットいじめやインターネットトラブ
ル(チェーンメール、出会い系サイト、架
空請求など)で困っている子どもや保護者
からの電話、メール相談を受け付け、関
係機関等と連携しながら早期解決をめざ
す。

　相談窓口を総合教育センターに移管し、子ど
もや保護者からの電話、メール相談を受け付
け、関係機関等と連携しながら、解決を図っ
た。「保護者・大人のためのインターネット講
座」リーフレット及び川崎市立学校インター
ネット問題相談カードを８万部作成し、市立小
学校４年生以上中学生、高校生と教職員に配布
し、啓発を行った。

3

　年間で80件ほどの相談あり、その中には、
LINE関係、ネット外のいじめ等の相談も多い。
また、常時200以上のサイトの監視を続け、不
適切な書き込みに対しては削除依頼をするな
ど、児童生徒の健全なネット利用環境を整える
ことに努めた。啓発資料として保護者向けイン
ターネットガイド（A3表裏1枚）や相談カ－ド
（名刺大）を作成し、全市立学校教職員、小学
校4年生以上高校3年生までの児童生徒、及びそ
の保護者に配付した。

3

年間９０件ほどの相談があり、ネット依存に関する保
護者の相談をはじめ、LINEや
Twitterに関するものやSNSへの書き込み等、ネット
いじめの相談をはじめ、ネット外のいじめ相談も多
い。また、Twitterを含む200件以上のサイトの監視
を常時続け、不適切な書き込みや不健全な投稿につい
ては、削除依頼を行うなど、児童生徒の健全なネット
利用環境を整えることに努めた。啓発資料として、
『保護者向けインターネットガイド（Ａ３表裏１
枚）』を作成し、全市立学校教職員、小学校１年生か
ら高校３年生に至るまでの児童生徒、及びその保護者
に配付した。

3

■成果：電話及びメ－ルによるネット上の問題に限らず、広く
困っている子どもや保護者からの相談を受け、未然防止や解決の
お手伝いに関わることができた。また、Twitterを含む多数のサ
イトをネットパトロ－ル（監視）することで、SNS上のトラブ
ルを発見することができ、学校や関係機関と連携し様々なトラブ
ルを回避することにつながった。

■「子どもの権利」に関連して：子どもを取り巻くネット環境の
中で、トラブル等の不安を取り除き、安心して生活できるよう努
めた。また、啓発資料を作成し、トラブル防止の啓発をすること
で、親の責任と子ども自身が自らを守ることができる環境づくり
に努めた。

■課題：ネットに関する相談窓口ではあるが、その相談内容は、
ネットに限らず児童生徒に関する相談が多く、またその相談は子
ども本人よりも保護者からが圧倒的に多い。また掲示板への書き
込みは減り、それに取って代わりTwitterによるトラブルが増し
ている。LINEも相変わらず課題が多い。また、ネットに関する
その他の相談として、ネット依存やネット上での買い物によるト
ラブル、家族内における端末の使い方に関する相談などがあり、
未然防止・啓発のための資料作成配布も行っているが、情報モラ
ル教育の推進も推し進めていく必要がある。また、進化を続ける
ネット環境に対応できるための相談員のスキルアップについて
も、研修の機会等を含めて検討の必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センタ－情報・視聴覚セ
ンタ－

365 222 ２４時間電話相談

　子ども自身の悩みや、保護者の子育て
に関する悩み、教職員の子どもとの関わ
りに関する悩み等について、電話相談に
よって対応する。

　年末年始を含め、24時間相談を受け付け、児
童生徒や保護者の相談に即応できる体制をとっ
た。977件の相談に対応し、相談の内容によっ
て他機関との連携を図った。

3

　児童生徒や保護者の相談に即応できるよう、
年末年始を含め、24時間相談を受け付た。ま
た、紹介カードにはＱＲコードを掲載するな
ど、より相談しやすくなるよう工夫した。今年
度は1000件の相談に対応し、相談の内容に
よって他機関との連携を図った。

3

　児童生徒や保護者の相談に即応できるよう、年末年始
を含め、24時間相談を受け付できる体制を継続した。ま
た、相談窓口はホームページに掲載したり、紹介カード
にはＱＲコードを掲載し全市立学校児童生徒へ配付する
など、より相談しやすくなるよう工夫した。今年度は
1132件の相談に対応し、相談の内容によって他機関と
の連携を図った。

3

■成果：様々な相談に迅速に対応することができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが困ったことや悩みをい
つでも相談できるようにした。

■課題：相談窓口の一層の周知と他機関との円滑な連携を継続す
る必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

366
223
249
262

教育相談事業

　子ども自身の悩みや、保護者の子育て
に関する悩み、教職員の子どもとの関わ
りに関する悩み等について、来所面接相
談や電話相談によって対応する。

　来所面接相談では、144件の新規相談があ
り、約6割近くが不登校に関する相談となって
いる。また、電話相談では977件の相談に対応
した。

3

　来所面接相談では、150件の新規相談があ
り、約6割近くが不登校に関する相談となって
いる。また、電話相談では1000件の相談に対
応した。

3
　来所面接相談では、129件の新規相談があり、約７割
近くが不登校に関する相談となっている。また、電話相
談では1132件の相談に対応した。

3

■成果：様々な相談のニーズに応じて、学校や関係機関と連携
し、迅速に対応することができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが困ったことや悩みを安
心して相談できる体制を整えた。

■課題：相談員の相談技能の向上と相談窓口の一層の周知を図る
必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

367 247 電話相談ホットライン

　学校内外での人間関係などに不安を難
じている人や悩んでいる人向けに、電話
相談ホットラインを開設し、相談体制の
構築を図る。

　学校内外を問わず、児童生徒自身や知人の生
命、心身、財産に重大な被害が生じたとき、又
は、生じる危険があると判断したときに、通
報・相談できるように「ダイヤルSOS」を開設
し、これまでの教育相談機関に併設する形で
行った。

3

　学校内外を問わず、児童生徒自身や知人の生
命、心身、財産に重大な被害が生じたとき、又
は、生じる危険があると判断したときに、通
報・相談できるように「24時間子供SOS電話
相談」を開設し、緊急を要する場合には関係課
に電話を転送し、ただちに対応できる体制を整
えた。

3

学校内外を問わず、児童生徒自身や知人の生命、心身、
財産に重大な被害が生じたとき、又は、生じる危険があ
ると判断したときに、通報・相談できるように「24時間
子供SOS電話相談」を開設し、緊急を要する場合には関
係課に電話を転送し、ただちに対応できる体制を整え
た。また、携帯電話やスマートフォンに登録すると番号
をタップすると連絡がつく仕組みを導入した。

3

■成果：学校内外を問わず、児童生徒の生命、心身、財産に重大
な被害が生じたとき、又は危険があると判断したときに、通報・
相談できる場所があることを、市立学校の全児童生徒、保護者に
周知を図る事ができた。

■「子どもの権利」に関連して：相談された事案の早期解決によ
り、子どもが守られる権利保障が推進された。

■課題：任意相談であるため相談者の特定や事態の改善に向けた
より具体的な情報収集の方法については課題である。

C 教育委員会事務局 指導課

368
224
250
263

スクールカウンセラーの配
置・活用

　各学校に、専門的知識･経験を持つカウ
ンセラーを配置し、教職員とは異なる側
面から教育相談に応じる。また、教職員
との情報共有などを通じて連携を図りな
がら、児童生徒・保護者への多面的な相
談体制の構築をめざす。

　スクールカウンセラーの市立中学校への全校
配置、学校巡回カウンセラーの小学校、高等学
校への派遣ににより、各校における相談体制の
充実が図られた。中学校52校のカウンセラーに
よる相談は18,053人、小学校では96件、高等
学校では103件の相談があった。

3

　スクールカウンセラーの市立中学校への全校
配置、学校巡回カウンセラーの小学校、高等学
校への派遣ににより、各校における相談体制の
充実が図られた。中学校52校のカウンセラーに
よる相談は18,000人、小学校では90件、高等
学校では1110件の相談があった。

3

　スクールカウンセラーを市立中学校へ全校配置、学校
巡回カウンセラーを市立小学校・特別支援学校には要請
に応じて派遣し、高等学校へは計画的に派遣することに
より、各校における相談体制の充実が図られた。中学校
52校のカウンセラーによる相談は　　　　　　　人、小
学校・特別支援学校では97件、高等学校では133件の相
談があった。事件事故等による緊急配置も迅速に行い対
応した。

3

■成果：様々な相談ニーズに応じて、学校や関係機関と連携しな
がら対応することができた。

■「子どもの権利」に関連して：子どもが安心して相談できる体
制を整えた。

■課題：学校規模に応じた配置増を含め、充実した相談体制の構
築を図る必要がある。

C 教育委員会事務局
総合教育センター
教育相談センター

369 265
スクールソーシャルワー
カーの配置・活用

　教育の分野に加え、社会福祉等に関す
る専門的な知識や技術を有するSSWrによ
り、問題を抱えた児童･生徒に対して、当
該児童･生徒が置かれた環境への働きかけ
や関係機関とのネットワークの構築な
ど、多様な手法を用いて課題解決への対
応を図る

　各区･教育担当に１名ずつ配置されている
SSWrが、学校からの要請を受け、必要に応じ
て児童生徒､保護者､教員等との面談、医療や関
係機関へのつなぎ等を行い、問題を抱えた児童･
生徒の問題解決に向け支援した。

3

　川崎区に1名増員して全8名体制とし、必要に
応じて児童生徒､保護者､教員等との面談、医療
や関係機関へのつなぎ等を行い、課題を抱えた
児童･生徒の問題解決に向け支援した。また、学
校からの要請を受けて派遣していた方法を、各
区・教育担当が必要と判断した場合には要請が
なくても派遣できるようにした結果、対応学校
数・学校訪問回数ともに、大きく増加した。

3

昨年度強化した体制を継続し、課題を抱えた児童生徒の
問題解決に向け支援した。
昨年度に比べ、対応児童生徒数は横ばいではあるが、そ
のうち継続支援を行っている数が増えている。

3

■成果：周知・啓発に力を入れたことにより、スクールソーシャ
ルワーカーの派遣・活用が充実し、課題の解決・好転につながっ
ている。

■「子どもの権利」に関連して：「子どもの権利」が保障される
よう、課題を抱えた児童生徒に対して、その置かれている環境を
整える支援に努めている。

■課題：教職員やスクールカウンセラーとの連携をいっそう強
め、さらなる掘り起こしを図りたい。

C 教育委員会事務局 教育改革推進担当

370 225
人権オンブズパーソンと関
係機関・団体との連携事業

　各区のこども支援室、学校、関係機
関・民間相談機関等と密接な連携を行
い、子どもの権利の侵害の早期救済を図
る。

　各区こども支援室長会議、要保護児童対策地
域協議会、人権尊重教育推進会議、合同校長会
議等で、制度の周知を行うなど、関係機関との
連携を図った。なお、子どもの相談受付件数は
138件、子どもの救済受付件数は５件、発意調
査は２件であった。

3

　各区こども支援室長会議、要保護児童対策地
域協議会、人権尊重教育推進会議、合同校長会
議等で、制度の周知を行うなど、関係機関との
連携を図った。

3
要保護児童対策地域協議会、人権尊重教育推進会議、合
同校長会議等で、制度の周知を行うなど、関係機関との
連携を図った。

3

■成果：こども未来局、各区地域みまもり支援センター、教育委
員会等関係機関との連携が図れた。

■「子どもの権利」に関連して：関係機関と連携して、子どもの
権利の侵害についての相談及び救済を行った。

■課題：引き続き各種会議等を通じて、さらにこども未来局、各
区地域みまもり支援センター等と連携を図る必要がある。

C 市民オンブズマン事
務局

人権オンブズパーソン担当

各年度達成度＝１：目標を大きく上回って達成　　２：目標を上回って達成　　３：目標をほぼ達成　　４：目標を下回った　　５：目標を大きく下回った
3年間の自己評価＝Ａ：目標を大きく上回って達成　Ｂ：目標を上回って達成　Ｃ：目標をほぼ達成　Ｄ：目標を下回った　Ｅ：事業が廃止128 129
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